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所得分布と初婚行動＊ 

小川 浩＊＊ 

1. はじめに 

徐々に低下してきていた合計特殊出生率が丙午(1966 年)の数値を下回ったいわゆる

1.57 ショック（1990 年）以来、我が国においては少子化あるいはそれに伴う急速な高齢

化が大きな政策的課題となっている。このような認識を受けて、保育援助を中心とした

「エンゼルプラン」(1994 年、緊急保育対策 5 ヶ年事業)の実施や「新エンゼルプラン」

（1999 年）の策定が行われてきた。しかしながらこの間も図 1に示すように合計特殊出

生率は継続的に低下し続けており、2002 年 6 月に公表された 2001 年の人口動態統計月

報年計によると、我が国の合計特殊出生率はこれまで最低であった 1999 年の 1.34 を下

回る 1.33（過去最低値）を記録している。 

このような急速な少子化は年齢構造の予想以上の高齢化をもたらし、結果として公的

年金に代表される世代間所得移転を伴う社会保障制度の安定した運用を困難にする可能

性がある。 

1995年国勢調査ベースの1997年人口推計を用いた1999年厚生年金財政再計算では段

階的に保険料率を上げていった場合の 2025 年保険料率は 34.5%であった、この保険料率

を標準報酬ベースで 30%未満にするために 2000 年の年金制度改革では給付カットや給

付開始年齢の引き上げ、標準報酬制から総報酬制への変更などが決定されたことは記憶

にあたらしい。 

しかしながら、2000 年国勢調査のベースの 2002 年 1 月公表人口推計を用いた年金の

簡易再計算（2002 年 5 月 10 日 厚生労働省年金局数理課発表）によると 2025 年の厚生

年金保険料率は国庫負担 1/3、標準報酬ベース1で 31.9%（中位推計）、35.4%(低位推計)

                                                  
＊本稿の基礎になった研究に対して文部科学省科学研究費補助金特定領域研究「世代間利害

調整」（領域番号：603）から研究費の助成を受けた。記して謝意を表したい。 
＊＊ 関東学園大学 経済学部 <santa@olab.org> 
1 厚生年金の保険料ベースは総報酬制に移行することが既に決まっているが、過去の保険料

率と比較するための参考数値として標準報酬ベースの金額で示した。 
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であり、またもや 30%を超えている。再計算の度に少子化による負担増＋給付減を繰り

返すような年金制度が若者の信頼を得られるとは考えにくい。このことは、現行の年金

保険のフレームワークの中を維持しようとする限り、少子化対策こそが社会保障制度の

安定の要であることを意味している。 
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資料出所： 「人口統計資料集」国立社会保障・人口問題研究所, 

「人口動態統計」厚生省。1972 年以前は沖縄県を含まない 

図 1 我が国出生の推移 

また、このような年金給付カットや支給開始年齢引き上げと対応して高年齢者の雇用

促進について論じられることが近年増えてきている。しかしながら、[玄田 2001]に指摘

されているように労働力需要が全体として不足している状況下で高齢者雇用を一方的に

推進することは、労働市場への新規参入者（我が国の労働慣行では一般に若年者と想定

される）の参入をブロックする結果となりかねない。一般的に熟練度が低いと想定され

る若年者が適切な職に就けないため必要なスキル蓄積を行えなかった場合、将来の賃金

低下ひいては年金財政のさらなる悪化を招く危険性すらある。 

さらに、新規参入が可能であったとしてもベースアップ・定期昇給の廃止、能力給の
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強化といった賃金制度の変更によって人々の結婚行動に影響が出てくる可能性もある。

上記のような賃金制度の変更は、たとえ賃金の平均水準は変えなくても分散を大きくす

ると考えられるため、結婚行動に所得が関係あるとすれば結婚行動に影響を与えるであ

ろう。 

賃金制度の変更は企業によってさまざまな方法で行われている。大別すると(1)若手は

年功的賃金制度を残し、中堅以上を完全能力給にする、(2)能力給は新入社員にのみ適用

する。既存の従業員については変えない、(3)全員能力給に切り替える、(4)年功部分を残

すが、全体として年功分を圧縮する、の 4 パターンとなる。本稿では、これらの賃金制

度の変更がたとえ平均水準を変えない場合でもどのように人々の初婚行動に影響を与え

るかについて以下のステップで検討する。まず、わが国の初婚行動について分析し、 

(1) わが国における「結婚モデル」を「国民生活基礎調査」再集計結果より構築する 

(2) 国勢調査の時点間結婚確率が(1)のモデルで説明できることを示す 

(3) (1)で提案したモデルを用いたコンピュータシミュレーションが過去のデータに整合

的であることを示す 

つづいて、(3)で構築したコンピュータシミュレーションモデルを使って賃金・雇用制

度を変更しつつ 2005 年から 2019 年までのシミュレーションを行い、少子化対策として

望ましい賃金・雇用制度像をコンピュータシミュレーションの結果を用いて提案する。 

2. 少子化の現状 

現在観察されている合計特殊出生率の低下は何に起因するものであろうか。この問題

に対して、1998年度版の「厚生白書」が要因分解を行っているので参照してみよう（表 1）。 

表 1によると，1990～1995 年の合計特殊出生率の変化量(-0.12)は年齢別有配偶率の変

化による影響(-0.15)+年齢別有配偶出生率の変化による影響(0.03)である。我が国におけ

る婚外出生率は 1%未満であることと、図 2に示すように年齢別有配偶出生率自体はむし

ろ年齢層によっては上昇しているという事実からみると、近年の少子化は主として 
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表 1 合計特殊出生率変化の要因分解 

  合計特殊出生率の変化量 

  昭和 25～35 年 昭和 35～45 年 昭和45～55年 昭和 55～平成 2年 平成 2～平成 7 年

期首 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 

期末 2.00 2.13 1.75 1.54 1.42 

合計特殊

出生率の変

化 変化量 -1.65 0.13 -0.38 -0.21 -0.12 

総数 -1.38 0.08 -0.14 0.16 0.03 

15～19 歳 -0.01 -0.01 0.01 0.00 0.00 

20～24 歳 -0.06 0.01 0.01 -0.02 -0.02 

25～29 歳 -0.24 0.10 -0.05 -0.01 -0.03 

30～34 歳 -0.50 0.01 -0.07 0.14 0.04 

年齢別有

配偶出生率

の変化によ

る影響 

35～ -0.57 -0.04 -0.04 0.05 0.03 

総数 -0.27 0.05 -0.24 -0.36 -0.15 

15～19 歳 -0.04 0.01 -0.01 -0.01 0.00 

20～24 歳 -0.22 -0.02 -0.14 -0.13 -0.02 

25～29 歳 -0.04 0.04 -0.09 -0.20 -0.09 

30～34 歳 0.02 0.02 -0.01 -0.03 -0.04 

年齢別有

配偶率の変

化による影

響 

35～ 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 

       

資料出所： 厚生白書(1998) 表 1-15    

図 3に示されるような晩婚化あるいは非婚化に起因するものと扱ってよいであろう2。

晩婚化と非婚化は着目している世代が若い間は区別できないため、以下ではこの 2 つを

総称して「少結婚化」と呼ぶことにする。 

                                                  
2 2002 年 1 月の将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所）では、晩婚・晩産以外に

も出生行動自体の変化により夫婦の完結出生児数が減少すると仮定している。本稿での主

たる興味は初婚のタイミング決定問題であるので、出生行動自体の変化は扱わない。 
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ここまでの集計は初婚・再婚を問わないで調査時点での有配偶状態を集計したもので

あるが、初婚と再婚を同じように扱うことにはおそらく無理があること、更に我が国に

おいて少結婚化が問題となってきているのは初婚であることから、我が国における初婚

行動が時間的にどのように変化してきているかを概観しておく。 
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資料出所：「厚生白書 平成 10 年版」厚生省、図 1-16 

図 2 年齢別有配偶出生率の推移 
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資料出所：「厚生白書 平成 10 年版」厚生省, 図 1-21 

図 3 年齢別未婚率（女性）の推移 

図 4は出生年が 1945, 55, 65, 70 年の女性について、全人口（国勢調査）を分母、各年齢で
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の累積初婚数（人口動態統計）を分子として求めた初婚経験率を年齢別にプロットしたも

のである。ただし、国勢調査の調査年は 5 年間隔であるから、調査間については直近の国

勢調査での人口を分母として用いている。図 4をコウホート別に検討すると、34 歳到達時

の結婚経験率で 1955 年コウホートと 1965 年コウホートには 10%ポイント近い差が生じて

おり、1945 年コウホートと 1955 年コウホートの間とは異なる何らかの構造変化が 1955

年コウホートと 1965 年コウホートの間にあったとかんがえられる。この点については図 5

を見ると差がより明確になる。 
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資料出所： 国勢調査、人口動態調査 

図 4 コウホート・年齢階級別初婚経験率 

図 5は図 4と同じデータを用いて、年齢ごとに年間結婚数÷年初未婚者数を結婚確率と

してプロットしたものであるこのグラフは未婚者を分母とした変化を表すため、累積新婚

件数で比較する場合より年齢ごとの変化がわかりやすい。このグラフで特徴的なことは、

30 歳以上では出生コウホートによらずグラフはほぼ重なっており、結婚確率の大きな変化

は主に 20 歳代で発生していることである。特に 1955 年以前のコウホートでは観察される

25 歳の大きなピークが 1965 年コウホートでは 26 歳に先送りになり、さらに初婚確率自体
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も大幅に低下している。つまり、ここ 30 年ほどで観察されている少結婚化の趨勢は 20 代

での結婚、特に 20 代前半から半ばにかけての年齢層における結婚行動の変化によって引き

起こされてきていると考えられる。 

図 5のもう１つの意味は、コウホートが異なっても変わらない 30 歳以降の結婚と、コ

ウホートによって大幅に変化している 20代の結婚では結婚の背景にある意思決定のメカ

ニズムが異なっている可能性が高いということである。 
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資料出所: 国勢調査、人口動態調査 

図 5 コウホート別年間初婚確率 

3. （アメリカ式）結婚の経済学再考 

経済学の分野における結婚行動の分析は、他の多くの近代経済学のテーマと同様にア

メリカで最初に取り上げられたため、アメリカにおける結婚という行動を分析すること

を中心的な課題としてきている。そのため、前提となっている人々の生活様式はアメリ

カ社会での標準的な生活様式であり、成人未婚者は一人暮らしをしていることが大前提

となっている。 

たとえば、[Weiss 1997]では結婚の経済学的な意味として(1)家計内と市場労働へ分業
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可能になる(2)資本市場の不完全性をカバーできる(3)規模のメリット（たとえば住宅など）

がある(4)リスクシェアが可能になる。などが挙げられている。ここで注意すべき点は、

このような理論は全て「結婚すると世帯規模は拡大する」という隠れた大前提に依存し

ているということである。 

ところが、近年の我が国における家族慣行では成人しても未婚の間は親と同居してい

るケースが非常に多く、特に女性では未婚者の8割以上が親と同居している（図 6、図 7）。

また、結婚後は図 8に示したようにまず夫婦世帯となるケースが 8 割程度である。比較

的単身世帯が多いと考えられる都市部の高学歴女性であっても、[小川 2002]によると結

婚前は女性の 4 割程度が親名義の一戸建てに住んでいるが、結婚後は 1 割強にまで減る。 
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資料：金子他（2001）より筆者作成 

図 6 都道府県別親同居未婚女性比率(1998 年） 
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このような我が国における家族慣行はBeckerの前提としているアメリカの家族慣行と

は一致しないため、Becker モデルを直接我が国における結婚行動に適用した場合には問

題が生じる可能性が高い。 
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資料出所：『「国民生活基礎調査」を用いた社会保障の機能評価に関する研究』報告書・

付属統計表」（国立社会保障・人口問題研究所） 

図 7 未婚女性に占める親との同居者比率 
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資料出所：[樋口・岩田・永井 1999] 図序-7 より 

図 8 親との同居割合（有配偶） 
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3.1 Becker モデルによる結婚 

結婚に関して企業の理論を転用して理論化した Becker は、その一連の研究[Becker 

1973, 1974, 1991]で経済学的な費用-便益の枠組みで結婚を説明している。このモデルは

結婚行動を説明する標準的なモデルとして我が国でも多くの実証研究で利用されている

ため、ここで大まかな枠組みを見ておこう。 

Becker のモデルは以下のような仮定を置いた場合、個人の効用最大化行動の結果とし

て結婚という行動が取られると説明する。その仮定とは、 

 結婚前の個人は単身世帯であること 

 結婚後の夫婦は夫婦世帯となること 

である。つまり、世帯という観点から見ると Becker の考えている結婚は単身世帯が 2

つ集まって夫婦世帯を構成する行為ということになる。人々の行動は結婚前と結婚後の

状態を比較することによって決定されるが、その比較は単身世帯×2 と二人世帯×1 で行

うと考えるのが Becker のモデルの想定する結婚観である。比較の結果二人世帯の方が家

計内の分業(市場労働と家計内生産)を行え、より高い効用を得ることができる場合は結婚

する。逆に分業の効果があまりない場合には結婚しないというストーリーとなる。 

男性の市場賃金の方が高いケースを仮定すると、このような分業は男性が市場労働を

主とし、女性が家計内生産を主とするという形で行われることが効用最大化の条件とな

る。つまり、女性は労働市場からの自らの所得を失う代わりにより高い夫の所得を手に

入れ、労働市場に供給していた労働力を家計内生産に向けることによりより多くの家計

内生産を行うことができることになる。 

このような男女の分業は、わが国では結婚・出産による女性の引退行動によってＭ字

型の年齢別労働力率が表れることや、夫の所得が高いほど妻の就業率が下がる（ダグラ

ス・有沢の法則）などからよく知られている。このモデルにおける効用最大化の条件か

ら、結婚のメリットは労働市場における男女の賃金格差が大きければ、また家計内生産

における男女の生産性格差が大きければ、さらに家計内生産物の外部市場での入手が困

難であれば大きくなる.はずである。 

このような仮定の下では、女性の就業率や賃金が上昇することにより男女の経済的格
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差が減少したり、結婚・出産による引退の機会費用が大きくなったり、従来は家庭での

み提供されていたようなサービスが家庭外の市場で入手可能になれば結婚に対するイン

センティブは低下すると考えられる。我が国における従来の実証研究では、主に女性の

就業率や賃金の上昇を説明要因として分析が行われてきている。 

3.2 日本における Becker モデルの適合性 

まず、単純な統計データで Becker モデルから予想されるような結婚の機会費用変化と未

婚率にどのような関係があるか見ておこう。もし Becker モデルが我が国においても適切で

あるならば、結婚の機会費用の代理変数と年齢階級別未婚率には何らかの関係が読みとれ

るはずである。図 9は女性の大学進学率と年齢階級別未婚率の関係をプロットしたもので

ある。図中の数字は出生年を表す。図 9からみると、確かに 1955 年以前のコウホートにつ

いては 4 年制大学への進学率と未婚率には相関があるように見えるものの、1956～70 年の

コウホートについては進学率がほとんど上昇していないにもかかわらず 20歳代後半での未

婚率が急上昇しているため、近年の少結婚化に関して女性の 4 年制大学進学率が大きな影

響を持っているとは考えづらい。同様の傾向は女性の短大進学率と未婚率の関係にも存在

し（図 10）、Becker の理論から予想される進学率上昇→賃金上昇→結婚の機会費用上昇→

少結婚化という経路が存在するかどうかはこれらの単純な集計からでは明らかではない。 

より直接的に女性の実質年収の時間的変化と未婚率を25～29歳についてプロットしたも

のを（図 11）に示す。バブル崩壊後、20 歳代後半女性の実質賃金はほとんど伸びず、1996

年以降はむしろ減少しているが、図 11によるとこの期間も未婚率は継続して上昇しており、

Becker の仮説と不整合である。 

以上のような 2 変数間の関係のみを見た単純なデータ集計からは、Becker のモデルから

予想されるような女性の結婚機会費用上昇が我が国の近年の急速な少結婚化を説明できる

とは考えにくい。そこで、次に Becker モデルを用いて計量分析を行った先行研究を参照し

てみることにする。 
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資料出所： 国勢調査、学校基本調査 

図 9 女性の進学率と未婚者比率（４年制大学） 
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資料出所： 国勢調査、学校基本調査 

図 10 女性の進学率と未婚者比率（短大） 
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資料出所: 賃金構造基本調査、国勢調査、人口動態統計 

図 11 20 代後半女性の実質年収と結婚行動 

3.3 日本での Becker モデルを用いた先行研究 

まずBeckerのモデルをストレートに使った結婚に関する国内の先行研究をいくつか参

照してみよう。 

3.3.1 マクロデータを使った研究 

[小椋・ディークル 1992]では国勢調査による県別データを時系列的にプールして結婚

確率の変化を説明している。Becker のモデルからは大きな効果が予想される男女の賃金

格差の効果は25～29歳および30～34歳では有意であるが格差1倍ごとにそれぞれ0.03、

0.04 と非常に小さい。また女性の賃金率も女性の賃金を 1985 年価格で時給が 1 円上昇す

るごとに 10 万分の 15 だけ結婚率が低下するというごく限られた影響しか持たないとい

う結果になっている。ただし、国勢調査の県別データというマクロデータによる分析で

あるため、本来個人の意思決定を説明する Becker のモデルとの整合性が低いのはデータ

の問題である可能性は否定できない。 
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3.3.2 パネルデータを用いた研究 

結婚の意思決定について厳密に分析するためには個人の情報が得られるマイクロデー

タ、特に同一個人を複数時点で継続的に調査するパネルデータを用いた分析が望ましい

ことは言うまでもない。データの制約によりクロスセクションデータを用いる場合でも、

少なくとも結婚前後の社会経済的状況が比較可能なデータを用いることが望ましい。 

より厳密にパネルデータを使って未婚・結婚の変化を直接計測した例としては、[滋野・

大日 1998][樋口・阿部 1999]などがある。これらはいずれも（財）家計経済研究所が 1993

年から実施している「消費生活に関するパネル調査」の個票データを用いて女性の結婚

行動について分析を行ったものである。 

「消費生活に関するパネル調査」は 1993 年に 24～34 歳であった女性を 2 段階抽出法

により全国規模で無作為抽出したサンプルをベースとしている。初回調査での回収率は

41.4%、回収数は 1500 であり、その後毎年継続して調査が行われている。1997 年には新

規に 1997 年での 24～27 歳の 500 サンプルも調査対象に加えられているため、調査コウ

ホートの高齢化によるデータの偏りという点にも考慮されていると言えるだろう。 

 [滋野・大日 1998]では 1993 および 1994 年の 2 時点データを用いることにより、1993

年には未婚であった人の婚姻状態が1994年にはどのように変化しているかを直接分析し

ている。パネルデータであるから、1993 年には未婚で 1994 年には結婚している個人を

選べば 1993 年のデータを用いることにより「結婚する直前女性の属性」を得ることが可

能となる。結婚選択を probit モデルで用いて推計した結果によると、女性の所得金額お

よび所得金額の 2 乗項は 10%水準で有意であるが、平均年収（245.8 万）付近ではむし

ろ所得が高くなると結婚する確率が高くなるという結果が出ている。ただし、その大き

さは平均年収付近で 1 万円年収が増加すると 1 年のうちに 0.000017 程度結婚する率が上

がるというごくわずかなものである。年収が 255 万を超えると年収増加に伴い結婚しな

い率が上がるが、その効果の絶対的な大きさは非常に小さい。 

[樋口・阿部 1999]では同じく「消費生活に関するパネル調査」を利用しているが、1994

～1997 年までの 4 時点データをプールして、サンプルとなっているコウホートの固定的

な属性と調査時点毎に変動する属性のそれぞれが結婚に与える影響を推計している。た
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だし、[滋野・大日 1998]のように 2 時点間での婚姻状態の変化を従属変数としているわ

けではなく、プールした全サンプルについて結婚している・していないを従属変数とし

て probit 分析を行っている。 

推計結果をみると、前年の女性の収入は結婚状態の説明変数として 1%水準で有意であ

り、前年の年収が 1%増加すると結婚している確率が -0.0017 低下するという結論が得ら

れている。単純に絶対値を見ると[滋野・大日 1998]の結果よりもかなり大きいが、この

数値は既に結婚している人も含んだ累積値への影響であるから直接比較することはでき

ない。この場合も係数は絶対的な水準としては非常に小さく、1995 年国勢調査と 2000

年国勢調査での 20 歳代後半女性未婚率の差（約 6.0%ポイント）を女性の年収増加で説

明するにはあまりに力不足である。 

このように、Becker のモデルを直接的に用いてわが国のデータを使った結婚確率の推

定ではデータの種類や推定方法を変えても男女の賃金格差あるいは女性の賃金水準が結

婚行動に与える影響について統計的には有意であってもその大きさがあまりに小さく、

Becker のモデルから予想されるような明確な関係は見出されていない。このことは、図 9

～図 11に示した単純集計の結果と整合的である。 

4. 乗り換えモデル --- 日本式結婚 

 上述の通り、Becker のモデルと我が国のデータを使った実証分析では理論的には効

果があるはずの変数の効果が小さい、あるいは有意性が低いという結果がでている。こ

のように複数の全く異なったデータを用いた実証分析でBeckerモデルではうまく結婚行

動を説明できないという結果が共通して出ている理由は、アメリカにおける結婚行動を

分析することを意図しているBeckerのモデルは上で見たような我が国の家族慣行の実情

に対して不適切な部分があると考えるのが自然である。 

実際に我が国で起こっている結婚による世帯の変化が親との同居から夫婦世帯への変

化である場合には、結婚前後の変化は Becker のモデルが前提とするものとは全く異なっ

ている。我が国の親と同居している未婚者は父親の所得と母親の家計内生産を享受して

いるが，結婚すると夫婦世帯となるため二人で労働市場からの所得と家計内生産を負担

しなければならないからである。 
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たとえば夕食の準備は生きていくために必要な食事と直結している家計内生産である

が、[小川 2002]の集計では親と同居している男性の場合はほぼ全員、女性の場合でも６

割が親に夕食の準備をしてもらっている。しかし結婚後は 9 割が妻、1 割が夫が夕食の準

備をしている。つまり、未婚時代に親と同居している女性の多くにとっては、結婚する

ことは自分で家計内生産を担う責任を負うことを意味している。 

このような状況下では、結婚相手は父親の所得と母親の家事サービスを失ってもなお

余りあると女性に思わせない限り結婚できない。結果的に女性の意思決定には父親の所

得や母親の家事サービスの評価が大きく影響していると考えるべきであろう。この場合、

女性が結婚に関する意思決定を行うときに比較する 2 つの状態は「父親の所得と母親の

家事サービスを享受している状態」と「夫の所得と自分自身による家事サービスの提供」

となるはずである。[山田 1996]は、女性にとっては結婚が「生まれ変わり」を、男性に

取っては人生の１イベントを意味すると位置づけている。確かに家事労働の負担という

点から見ると、夫にとっては母親から妻に実作業者が変わるだけであるが、妻にとって

は親の庇護を離れて夫に乗り換えると同時に、母親がやってくれていたことを自分がや

らなければならないという意味で大きな変化を意味する。 

ここでは、親と同居している女性にとっては親から夫への乗り換えとして結婚を定義

できることを重視して、親の所得や家計内生産を享受している状態から夫との夫婦世帯

へ変わる結婚行動を「乗り換えモデル」と呼ぶことにする。 

実際に我が国で乗り換えモデルに従って結婚が起きているかどうかを検証するため、

親の所得や家事サービスと夫候補の所得が結婚行動にどのように影響しているかを以下

で簡単にチェックする。ただし、母親による無償の家計内生産については数量化するの

が難しいため、以下では親の所得と夫候補の世代の所得に着目して 

国民生活基礎調査のデータを用いて、年齢別に親と夫の所得変化と結婚行動の分析 

定年制度の時間的変化と結婚行動の分析 

国勢調査と賃金構造基本調査のデータを用いて、地域別の親世代所得と夫候補世代所

得の変化と結婚行動の分析 



所得分布と初婚行動  関東学園大学 小川 浩   
   

 - 17 - 

を行う。 

4.1 国民生活基礎調査再集計結果からみた結婚行動 

国民生活基礎調査の再集計結果から[小川 1999]で明らかになったことを簡単に紹介して

おく。 

図 12は親同居未婚女性の両親の総収入/既婚男性の収入3と既婚率を示している。この

図からは、女性の既婚率は夫と親の収入によってかなりの部分が説明できるといえるだ

ろう。[小川 1999]では、時点間の親と夫の収入比の変化は大部分が親の収入の加齢に伴

う低下が少なくなったことに起因するとし、考えられる収入プロファイルの変化要因と

して(1)年金の充実、(2)60 歳代前半の労働参加の増加、(3)親の結婚年齢の低下などを挙

げているが、収入プロファイルの変化がどのようなメカニズムで結婚行動に影響してく

るかについては明らかにしていない。また、この図は一般的に年齢に伴い上昇していく

有配偶率と若い男性の所得と一般的に低下していく父親の所得を用いて計算しているた

め、単に時間的な変化を示しているに過ぎないという批判は可能である。この点につい

ては、国勢調査のデータを用いて後で再検討する。 

                                                  
3 既婚男性については妻である女性の年齢で年齢別集計を行っている。これは未婚女性との

比較を容易にするためである。第 11 回出生動向調査（国立社会保障・人口問題研究所）に

よると夫婦の年齢差は 0 歳が一番多いため、このような仮定を置いても大きな問題は生じ

ないと思われる。 
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資料出所：「『「国民生活基礎調査」を用いた社会保障の機能評価に関する研究』報告書・

付属統計表」国立社会保障・人口問題研究所 

図 12 親と夫の収入比と女性有配偶率 

4.2 60 歳定年制と少結婚化 

1980 年代から 1990 年代にかけて、父親の年齢層の所得プロファイルに大きな変化を与

えた要因であるにもかかわらず、[小川 1999]ではあまり重視されていなかったものに 60

歳定年制の普及があげられるだろう。特に、20 歳代後半の娘を持つ父親の所得プロファイ

ル変化に関しては非常に大きな影響を持っていたと考えられる。 

1960 年代から 1970 年代にかけて男性の平均初婚年齢は 27 歳程度であり、また[小川

1999]によると、1989 年、19992 年、1995 年に 29 歳の娘をもつ父親の平均年齢はそれぞ

れ 59.78 歳、60.04 歳、59.54 歳となっている。これらの事実から、父と娘の年齢差は平均

30 歳程度とみてよいだろう。1990 年代に未婚率が上昇した年齢層は 20 歳代後半であり、

その父親は 50歳代後半すなわち 60歳定年化によって所得低下幅が小さくなった層になる。

60 歳定年の普及が女性の結婚行動に変化を与えた可能性は高い。企業における 60 歳定年の
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普及率と 20 歳代後半女性の未婚率の関係を図 13に示す。ほとんどデータは直線上に並ん

でおり、60 歳定年の普及率と 20 歳代後半女性の未婚率には非常に強い相関があることがこ

の図からは読みとれる。このことは、60 歳定年化に伴い父親の所得が減少しなくなったこ

とが夫への乗り換え行動を妨げている可能性が高いことを意味する可能性を示唆している

といえるだろう。しかしながらこの関係も時系列的に単調に上昇している 2 つの変数をプ

ロットしているため、隠されたタイムトレンドという変数との関係による見せかけの相関

であるという批判は成立しうる。 
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資料出所： 国勢調査、雇用管理調査 

図 13 60 歳定年制の普及と娘の結婚行動 

4.3 地域間の結婚状況の違いと乗り換えモデル 

ここまで示したデータは国民生活基礎調査はクロスセクションで取った年齢別データ、

定年制に関するものは時系列データであり、いずれも時間の経過に伴い変化していく結

婚行動の説明に不十分なものがある。そこで、以下では地域間での賃金格差のデータを

用いて、Becker モデルと乗り換えモデルのいずれが地域間での結婚行動の違いをよりよ
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く説明できるかを検討する。 

我が国において、人々の結婚行動が地域によってかなり異なっていることは広く認識

されている事実である。このような格差が実際に結婚する男女間の賃金格差によって説

明されるならば、我が国においても Becker モデルが有効であると考えられるが、もしこ

のような差異が地域ごとの父親層と夫候補層の賃金格差によってよりよく説明できるな

らば、本稿で提起した乗り換えモデルは我が国における初婚行動を説明するモデルとし

て有効であると考えてもいいだろう。 

我が国における初婚の時系列的な変化をみると、図 5に示したように 20 代前半の変化

が非常に大きくなっている。そこで、2000 年国勢調査のデータを用いて 20～24 歳女性

の県別初婚経験率を図示したものが図 14である。2000 年においても、かなり大きな地

域差が確認できる。さらに、都道府県別初婚経験率ごとにどの程度の人口ウェイトがあ

るかを図 15に示す。図 15で見ると、わが国での初婚経験率の分布はそれほど単純な分

布ではないことがわかる。そこで、図中左側に入る都府県を「弱結婚傾向」、右側に入る

県を「強結婚傾向」と呼ぶことにする。結婚傾向で分類した都道府県を図 16に示す。 

また、このような結婚傾向が 20 歳代前半だけで見られる差異なのか、一旦生じるとあ

る程度の期間継続するかを確認するため、1989 年に 20～22 歳であったコウホートの女

性初婚経験率を 31 歳まで図示したものが図 17である。図 17からみると、20 歳代前半

で結婚する傾向が強かった地域は 31 歳になっても初婚傾向率が高いままであり、20 歳代

に関して言えばこの地域差は加齢に伴い逆転したりはしない安定的なものとして扱って

いいと考えられる。 
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都道府県別結婚経験率(2000年、20～24歳女性）

0.152～0 .189  (12)
0.144～0 .152   (8)
0.139～0 .144   (6)
0.122～0 .139  (10)
0.069～0 .122  (11)

資料出所: 国勢調査（2000） 

図 14 都道府県別結婚経験率（2000 年・20～24 歳女性） 
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図 15 20 代前半女性初婚経験率の分布 

このような地域差がBeckerのモデルのように男女の収入格差によって生じているのか、

乗り換えモデルのように父親と夫候補の収入格差によって生じているか、または全く別

の理由で生じているかを簡単な集計でまずチェックしてみることにする。 

図 18～図 19は金子他（2001）の集計結果をもとに 1989 年に 20～22 歳だったコウホ

ートの女性について図 16に示した結婚傾向の強い県（強結婚傾向）と結婚傾向の弱い県

（弱結婚傾向）で集計を行い4、未婚女性と未婚男性の年収比、未婚女性と同居している

父親と未婚男性の年収比が加齢とともにどのように変化したかを示している。 

 

                                                  
4 国民生活基礎調査の所得票は都道府県単位で集計するようにサンプリング設計されてい

ないことと、年齢と都道府県でコントロールするとサンプル数が小さくなり結果が不安定

となるため。 
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20代前半の結婚傾向

強め  (22)
弱め   (7)
中間  (18)

 

資料出所： 国勢調査(2000 年) 

図 16 結婚傾向の地域分布
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図 17 結婚傾向別の初婚経験率推移 
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図 18 未婚女性と未婚男性収入比推移 
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図 19 未婚男性と未婚の娘と同居している父親所得推移 
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図 18からは、確かに Becker のモデルから期待されるように結婚傾向が強い地域では男

女の賃金格差が 20 歳代前半では相対的に大きいことが読み取れる。しかしながら 20 歳代

後半ではむしろ結婚傾向が弱い地域の方が男女の賃金格差が大きくなる逆転現象がみられ、

年齢階級を通じて安定した差とはなっていない。一方、乗り換えモデルから期待される未

婚男性と未婚の娘と同居している父親の年収比は図 19に示すように弱結婚傾向地域で年

齢を通じて安定的に高く、父親と比較して夫候補の所得が低いために乗り換えが発生しな

いというモデルによく合致している。 

さらに国勢調査と賃金構造基本調査の年齢階級別・都道府県別平均賃金を用いてチェッ

クしたものが図 20から図 25である。ただし、国民生活基礎調査からの再集計とは異なり

あくまで年齢層での比較であるため、ある程度結婚が進んだ段階では女性が結婚・出産し

た結果として生じた賃金変動が含まれてくることには注意を要する。 

図 20、図 21は 20 代前半での結婚行動と収入格差の関係を都道府県別にプロットした

グラフである。縦軸方向は 2000 年国勢調査での県別 20～24 歳女性結婚経験率－1995

年国
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資料出所： 国勢調査(2000, 1995)、賃金構造基本調査（2000） 

図 20 20 代前半男女賃金格差と結婚確率 
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資料出所： 国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000） 

図 21 父と夫候補の賃金格差と結婚確率（20 歳代前半） 

勢調査での県別 15～19 歳女性結婚経験率5であり、過去 5 年間でこのコウホートの女性

が各県でどの程度追加的に結婚したかのいわば結婚確率を表す。横軸方向は 2000 年賃金

構造基本調査の県別、産業計、規模計の賃金6を使って計算した男女の賃金比と夫候補の

若い男性と、親世代に相当する 30 歳年上の男性との賃金比である。なお、賃金はボーナ

ス7を含む年額で計算している。また、各点の幅8は各県における当該年齢層女性の 2000

年における総数を表している。 

いずれの図でも、全体としては右下がりの傾向にあるが、父親年齢層と夫候補年齢層

の賃金比を横軸に取った図 21の方が相関関係がはっきりと出ている。このことは、20

歳代前半の結婚においては父親の影響が大きい可能性を示していると言えるだろう。 

                                                  
5 回帰式の推定時は被説明変数として結婚経験率そのものを用いて、説明変数として 5 年前

の結婚経験率を入れているが、2 次元の図に表すためにここでは単純な差を用いている 
6 超過労働の賃金率は所定内労働の 1.25 倍として計算している 
7 賞与などは 1999 年の数値 
8 人数を幅で表しているため、面積でみると人口の差がかなり強調されていることになる 
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資料出所：国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000） 

図 22.  20 代後半男女賃金格差と結婚確率 
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資料出所：国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000） 

図 23. 父と夫候補の賃金格差と結婚確率（20 歳代後半） 
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図 22、図 23は同様に 20 歳代後半についてプロットしたものである。この図でも 20

歳代前半と同様に右下がりの傾向が見られるが、20 歳代前半よりも男女賃金格差の関係

がはっきりしてくる点が特徴である。 

30 歳代前半については、図 5に示したように 20 代とは異なる結婚行動を示しているた

め所得比に対しても 20 代とは所得比に対する反応が異なることが予想される。集計結果は

図 24、図 25であり、男女あるいは父と夫候補の賃金比は結婚確率にほとんど効いていな

いことがわかる。この点からも、30 代以降の結婚は 20 代までの結婚とは違う経路で起こっ

ている可能性が高いと思われる。ここまでの観察結果からは、(1)20 歳代については父親年

齢層と夫候補年齢層の賃金格差と男女の賃金比のいずれも結婚確率に影響を与える。(2)30

歳代についてはいずれもあまり影響がないらしい。という 2 点が見いだせた。
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資料出所：国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000） 

図 24. 30 代前半男女賃金格差と結婚確率 
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図 25. 父と夫候補の賃金格差と結婚確率（30 歳代前半） 

さらに、未婚の娘と同居している世帯に限定して、結婚傾向が強い地域と弱い地域で

生活実感にどのような差があるかを示したものが図 26である。この集計からは結婚傾向

が強い県でなおかつ未婚の娘を同居させている世帯は生活にゆとりがあることが読み取

れる。この集計結果も、乗り換えモデルがわが国において有効である可能性を示唆して

いるといえるだろう。 
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図 26 生活実感の地域差 

次に、20 代の結婚について Becker モデルが予測するように男女の賃金格差が強い効

果を持つのか、乗り換えモデルが予測するように父親年齢層と夫候補年齢層の賃金格差

が強い効果を持つのかを簡単な回帰方程式を用いて検証する。 

ここまでのプロットから、結婚確率と賃金比については比較的線形に近い関係があると

予測されるため、説明変数としては男女の賃金比と父親年齢層と夫候補年齢層の賃金比を

そのまま用いる。また、プロットでは 1995 年調査での結婚経験率との差を結婚確率として

用いているが推計では 1995 年調査での結婚経験率を説明変数に入れ、被説明変数は 2000

年調査での結婚経験率そのものとしている。 

表 2 に推計に使った変数の概要を示す。また、表 3に各県の当該年齢階層女性数で重

みを付けた最小２乗法による推定値を示す。この推定結果から言えることは、(1)20 代前

半女性の結婚行動は父親年齢層の賃金と夫候補年齢層の賃金比が大きく影響しており、

逆に賃金の男女格差は有意ではない。つまり、20 代前半については乗り換えモデルが妥

当であると考えられる。(2)20 代後半については、Becker モデルから期待される通り男

女の賃金格差が縮小すると結婚が減少するという傾向が見られた。ただし、乗り換えモ

デルから期待される父年齢層の賃金と夫候補年齢層の賃金比も有意であり、この年齢層
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では両者の効果が混在していると考えられる。(3)30 歳代になると、賃金比はいずれも有

意ではなかった。このことは、やはり 30 代の結婚行動はまた別のメカニズムによって支

配されている可能性が高いことをしめしている。 

表 2. 推計に使った変数の概要 

  最小 最大 平均 中央値

標準偏

差 

サンプル

数 

15～19 0.47% 1.45% 0.69% 0.69% 0.17% 47

20～24 8.35% 18.83% 14.55% 14.81% 2.22% 47

1995 年

調査女性結

婚経験率 25～29 39.92% 60.13% 54.12% 54.72% 3.58% 47

20～24 6.95% 18.86% 13.72% 14.15% 2.49% 47

25～29 34.67% 54.09% 48.45% 49.14% 3.44% 47

2000 年

調査女性結

婚経験率 30～34 62.36% 82.40% 75.51% 75.81% 3.42% 47

父 50/夫 20 1.564 2.454 1.959 1.973 0.155 47

妻 20/夫 20 0.758 0.898 0.821 0.817 0.034 47

父 55/夫 25 1.199 1.724 1.423 1.425 0.102 47

妻 25/夫 25 0.693 0.864 0.772 0.772 0.038 47

父 60/夫 30 0.712 0.953 0.818 0.813 0.054 47

賃金比 

妻 30/夫 30 0.614 0.777 0.690 0.689 0.039 47

        

資料出所： 国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000）   

この推計結果を同様に国勢調査の県別データを用いて結婚確率の推定を行っている[小

椋・ディークル 1992]の結果と比較すると、男女の賃金格差が 20 歳代前半では効かない

という点については一致しているが、30 歳代でも効果があるとしている点については結

果が異なっている。 
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表 3. 重み付き最小２乗法による推定結果 

 
20～24 歳結
婚経験率 

25～29 歳
結婚経験率

30～34 歳
結婚経験率 

0.3037 * 0.7029 * 0.2746 * 
定数項 

5.681 5.907 3.553  

-0.1096 *    
父 50/夫 20 

-8.979    

 -0.0929 *   
父 55/夫 25 

 -2.117   

  0.0319  
父 60/夫 30 

  1.073  

-0.0093    
妻 20/夫 20 

-0.138    

 -0.3361 *   
妻 25/夫 25 

 -3.422   

  -0.0542  
妻 30/夫 30 

  -1.026  

7.54 *    15～19 結婚経
験率(1995) 5.416    

 1.1964 *    20～24 結婚経
験率(1995)  5.774   

  0.9108 * 25～29 結婚経
験率(1995)   17.112  

R**2 0.8112 0.847 0.9601  

     
斜体字は t 値     
係数の右肩に*が付いている場合は、5%水準で有意  

4.4 少子化分析における乗り換えモデルの妥当性について 

以上のような集計・推計により、少なくとも 20 歳代前半の結婚については Becker モ

デルより乗り換えモデルの方が支配的であり、20 歳代後半の結婚についても純粋に

Becker モデルによって起こっているというよりは乗り換えモデルとの混合的な形態で結

婚が生じていると考える方が妥当であると言えるだろう。また、30 歳代の結婚について

は別の説明が必要であることも明らかになった。 

ここで、少子化（少結婚化）問題がどのようにして生じていたかについて振り返ると、

図 5に示したようにコウホート間で大幅に減少しているのは 20 代、特に 20 代前半の結

婚である。さらに、過去の例を見ると夫婦の完結出生児数は初婚年齢が若い方が多い傾
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向が観察されていることから、少子化対策として考慮する場合には 20 代、特に前半での

結婚を増やすような政策が望ましい。国勢調査データを使った推計では、20 歳代前半で

支配的な結婚モデルは乗り換えモデルであることを考慮して、以下では乗り換えモデル

をベースに我が国の結婚行動を説明するシミュレーションモデルを提案し、その結果か

ら少結婚化対策と整合的な高齢者雇用・賃金制度を提案する。 

 

5. 乗り換えモデルのシミュレーション 

高齢者の雇用促進を含む賃金・雇用制度の影響が結婚に与える影響を分析するために、

本稿では乗り換えモデルをペア生成ルールとして用いたマイクロシミュレーションを行

う。シミュレーションの目的は大きく以下の 2 つである。 

(1)図 5に示されたような大幅な結婚確率の変化が、時点間の父親層と夫候補層の賃金

プロファイルの変化で説明可能であることを示す 

(2)高齢者雇用促進を含む賃金・雇用制度の変更が将来の結婚にどのような影響を与え

るかをシミュレーションで求め、少子化対策と整合的な政策を作る 

この作業のために、まず 1965 年コウホートの実績値を用いてシミュレーションのパラ

メータを決定し、さらにそのパラメータが時間的に安定していることを示すために 1955

年コウホートの結婚行動を1965年コウホートのデータから求めたパラメータでシミュレ

ートする。さらに、賃金・雇用制度にいくつかの仮定を置いた上で 2005 年から 2019 年

までのシミュレーションを行い、結婚に対して悪影響の少ない賃金・雇用制度を提案す

る。 

5.1 「乗り換え行動」の定義 

シミュレーションを実行するためには、ここまで曖昧なかたちで提示してきた女性の「乗り換え行動」

を定義する必要がある。乗り換えモデルでは女性自身の所得は考慮しないため、女性 iの生涯の

所得は結婚年齢(乗り換えポイント)を iS とすると9、父親と夫候補の所得を用いて 

                                                  
9 「乗り換えモデル」は初婚行動を説明するモデルであるため、離婚あるいは再婚などは考

慮していない。 
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で表される。ただし iT は女性 iの死亡年齢、を表し、 )(tW
if

, ))(( tWE bi はそれぞれ女性 iが t 歳

時父親の所得と結婚市場に残存していて求婚してきそうな男性の所得に対する女性の主観的期

待値である。また rは割引率を表す。 

乗り換えモデルにおける女性 iの意思決定は、(5.1)式を最大化するような乗り換えタイミング iS を

決定することとなる。 

(5.1)式の第 1 項は女性 iが自分の父親について予測する所得系列の現在価値であるため、今後

どのように推移するか誤差を含むものの推測可能であろう。しかしながら、第 2 項は将来どのような

男性が結婚市場に残存しているか、あるいは残存している男性のうち女性 iに求婚してきそうな人

がどの程度いるかによって大幅に変化するはずである。第2項の予測に関する困難さを考慮すると、

0=t で最適な iS を決定すると考えることは現実的とは思われない。 

そこで、実際に乗り換えの意思決定を行いうるのは、求婚が行われて具体的な夫候補 jの将来所

得を評価可能になってからとしてみよう10。女性が t歳時の所得が )(tWj である夫候補 jからの求

婚がm時点( iTm <<0 )で行われた際に、女性 iの将来所得 )(mVi は 
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)(                       結婚する場合 

と整理される。乗り換えモデルにおける女性の意思決定は、 

このようなV を前提とすると、女性 iは jから求婚された場合に
if

V とを比較し、後者が大きければ

結婚、前者が大きければ結婚しない。と記述できる。 

 

 

                                                  
10 この場合、乗り換え時点が最適時点より遅くなってしまう可能性、あるいは乗り換え対

象の男性が結婚市場から全て退出してしまい乗り換えに失敗する可能性が生じるが、これ

は実際に観察されている現象と整合的であると考えられる 
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5.2 シミュレーションモデルの概観 

結婚過程のように複雑な現象については単純な解析モデルが存在しないことは広く知られている

が、このようなケースでも個人レベルのマイクロシミュレーションならばルールベースという形で結婚

を容易に表現できる。この方法の本質的な弱点はシミュレーションが前提としているルールベース

が正しいという保証がない点であるが、それ以外の方法では解が得られないような場合については

マイクロシミュレーションには大いに価値がある(Dyke 1981)。本稿では、乗り換えモデルを用いて

初婚行動が外的要因によってどう変わるかを見いだすためにこの手法を用いている。 

個人レベルでの初婚行動を記述するためには、（1）「個人」を定義する、（2）ペア生成のルールを

規定する、の 2 段階が最低限でも必要である。以下では、男性（夫候補・父親）の属性として学歴・

能力・年齢を定義し、女性の属性としては年齢を考えている。またペア生成のルールについては、

乗り換えモデルに従っている。シミュレーションの実行単位は年である。 

 

1. 男性 jは毎期確率的に決まる回数、身近な未婚女性で相性が合う人に求婚する 

2. 求婚された女性 iは結婚しなかった場合の期待将来所得 )(mV
if

と求婚者の割引将来所得

)(mV
jh

を比較し、 )(mV
if

 < )(mV
jh

ならば結婚する 

3. もし求婚を受け入れた場合は、既婚になって結婚市場から退出する 

 

という単純なものである。たとえ強い年功賃金を仮定しなくとも、一般的に若い夫候補の賃金は勤

続に伴う賃金上昇が見込め、父親層については引退による大幅な賃金低下が見込まれる。さらに

年齢が上がるにつれて結婚市場に残存している未婚男性は減少し、また相対的に所得が低い人

になっていくため fV の第 2 項も時間とともに低下していくと考えられる。これらの要素を総合すると、

時間の経過に伴い fV は低下し、 hV は上昇する傾向にあと考えられる。そのため、大部分の女性

では生涯のある時点で fV < hV となることが期待される。 

このモデルにペア出生力に関するルールも追加すれば出産行動のマイクロシミュレーションが可

能となる。この点は今後の研究課題である。 

以下では、具体的なシミュレーションの実装について説明する。 

5.2.1 所得の定式化 

前節で乗り換えモデルによる女性の意思決定を定式化したが、ここでは、本稿におけるシ

ミュレーションで実装された意思決定モデルを示す。前節でのモデルと最も違う点は、シ
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ミュレーション計算量の制約から(1)将来所得の計算期間を比較的短い期間11に制限してい

ることと、(2)結婚しなかった場合の将来所得に将来の求婚者期待所得（ )(mV
if

の第 2 項）

を入れず父親の将来所得のみで計算している点である。 

このような変更を加えた fV と hV を(5.3)式に示す。 

V の計算においては、父親と求婚者の将来所得予想が重要である。ここでは、求婚者およ

び父親が同一世代の所得分布で占める相対的位置は生涯を通じて一定であると考えること

によって、将来の所得予想を試みる。 

year年に )(agewj の所得を得ているage歳で学歴が educの男性 jの将来所得は、年、年齢、

学歴によって決まる所得分布 educageyearF ,, に従うとしよう。この際、男性の所得分布のなかで

)(agewj がしめる位置は ))((,, agewF jeducageyear と表せる。これを男性の能力を表す指標 jA と

し、生涯不変であると仮定する。女性が求婚してきた男性 jの将来所得を評価する際は、ま

ず jの現在の所得 )(agewj から jA を求め、続いて将来の所得分布に関する予想を用いて y

年に a 歳になった時の所得 )(awj を )()( 1
,, jeducayj AFaw −= で求めると仮定する。 

夫候補と父親の$V$の計算方法は同一である。ただし、計算する年数によっては夫候補の計

算には年金部分が入ってこない可能性はある。（5.3）式の第 1 項は期待賃金の割引現在価値、

第 2 項は年金の期待割引現在価値を表している。 

∑
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WINDOWageRETAGE
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jeducy

Aeducyear

i
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j

r
APsnbempbwD

r
awaemp

ageV

           (5.3) 

ただし y=year－age+a（a 歳になる年）、 bPAyeary ageyearr +−= , （b 歳になる年）、 ageyearPA ,

は year 年に age 歳であった男性の年金支給開始年齢、 iT は女性 i の寿命、 )(,, APsn educageyear

は能力が A で学歴が educ の男性が year 年に age 歳で受け取る厚生年金額であり、賃金と

就業率で決まる在職減額率Dによって在職減額されている。 )(, ageemp educyear は学歴が educ

であるような age 歳の男性の year 年における就業確率、r は割引率を表す。また、RETAGE

は退職年齢、WINDOW は将来所得を計算する期間を表す。このような制限を設けてあるの

は、割引率が小さかった場合には将来の稼得期間の長い夫候補の割引現在価値の方が常に

大きくなってしまう可能性があるため。 

                                                  
11実際のシミュレーションでは 4 年先の所得系列まで計算している 
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1965 年生まれと 1935 年生まれのコウホートについて、割引率 5%を仮定して高卒男性の賃

金データから WINDOW の大きさによる V の値の変化を計算した結果をそれぞれ 

図 27と図 28に示す。 
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資料出所：　「賃金構造基本調査」より筆者の計算による

 

図 27 V の計算期間を変えた場合の変化（夫候補： 1965 年出生コウホート） 

図中、V0～V6 までの線が描いてあるが、それぞれ、WINDOW の年数が 0 年、2 年、4 年、

6 年について夫候補が 20 歳時の値を 1 として計算した比率となっている。 

これらのグラフからは、将来の計算期間が長いと夫候補の hV は年齢が上がってもそれほど

上昇しないが、父親層の fV は逆に計算期間が長いほど早めに低下することが分かる。両者

への効果を比較すると、計算期間の長さによる V の変動は父親層に顕著であり、女性が長

期的な展望をもって行動できる時期の方が結婚が早まる可能性を示している。 

割引率の変化による影響は、計算期間が数年の範囲では計算期間の変動に比べてマイナー

な効果しかもたない。将来の計算期間が 4 年のケースでは、割引率が 5%の場合夫候補の

30 歳での hV の対 20 歳時比は 1.59 であるが、50%になったとしても 1.64 程度までしか変

化しない。割引率 5%で計算期間が 3 年のケースで 1.65 程度であるから、計算期間の変動
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による hV への効果の方がはるかに大きい。 

fV に与える効果も同様であり、 hV と同じケースで比較するとそれぞれ 1.03、1.12、1.11

となり、やはり計算期間をどのように設定するかが重要である。 
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資料出所：　「賃金構造基本調査」より筆者の計算による

 

図 28 V の計算期間を変えた場合の変化（父親層: 1935 年出生コウホート） 

5.2.2 女性の意思決定 

本モデルでは、男性が求婚し、女性は求婚を受け入れるか拒否するかの意思決定を行

う。女性は求婚してきた男性と、その時の自分の父親に対してそれぞれ上記の V を計算

し、求婚してきた男性の V の方が大きければ求婚を受け入れ、父親の方が大きければ拒

否する。V を計算するためには F に関する知識が必要であるが、本稿では単純化のため

に女性は F についての正しい知識を持っていると仮定している。この点については、実

際に求婚してきた男性の賃金分布から F を推定するというような learning の仮定をシミ

ュレーションに加えるとより現実的なモデルとなるであろう。今後の課題である。 

5.2.3 男性の意思決定 

実際に結婚するか否かの意思決定は女性の決定項目であるため、本モデルで男性が決
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められるのはどの女性に求婚するかという点だけである。ここで考慮しないといけない

ことは、実際に結婚相手を捜す場合には探索範囲はかなり限定されているという制約で

ある。現実の結婚では 70%の人が職場・学校・友人などのごく狭い範囲で結婚相手を見

つけており（出生動向調査、1997)、女性の全集合から自由に結婚相手を選択できるとい

うセットアップは非現実的であると言えるだろう。 

そこで、本シミュレーションでは各人が結婚相手として選べる狭い範囲（以下「スコ

ープ」と呼ぶ）を設定し、求婚はその内部で行うとしてモデルを構築した。 

男性は各自のスコープ内から求婚相手を選択するが、本モデルでは更にその選択方法

に制約を 2 つ加えている。一つは、そもそも求婚を行うか否か、行うとすれば何人に対

して求婚するかという求婚頻度。もう一つは男女の相性を表すパラメータで、どの女性

から優先的に求婚するかを決めるために使われる。具体的な設定方法については後述す

る。 

5.3 各データの定式化 

実際にシミュレーションを行うためには、上記の様々なデータについて具体的な定式化を行う必

要がある。 

5.3.1 収入 

本モデルでは、男性の収入は(1)能力、(2)学歴、(3)賃金分布、の 3 つの要素によって決

まるものとする。 

(1)の能力は時間によって変化しない男性の属性であり、標準正規分布していると仮定

する。このパラメータはシミュレーションの初期化時に男性を表すオブジェクトの属性

として乱数的に付与する。能力の値が大きいほど高い賃金を得られる。 

(2)の学歴は、シミュレーション開始年齢での実際の学歴構成比（中卒・高卒・高専短

大卒・大卒）に応じてやはり乱数的に割り当てる。ただし、スコープは職場や学校を代

理する場であるため、若い男性については同一スコープ内での学歴は同一となるように

コントロールしている。 

(3)の賃金分布は、学歴、年齢別に対数正規分布していると仮定し、賃金構造基本調査
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の産業・規模計賃金分布を用いて年齢・学歴別のパラメータを計算して使っている。 

5.3.2 スコープ 

スコープ内の人数はシミュレーション結果に大きな影響を与えると考えられる。しか

しながら実際にどの程度の人数がスコープ内にいるかについての統計的なデータはない

ため、本シミュレーションでは平均人数を 5 人刻みで外生的に与えて実際の結婚行動と

の当てはめがよいものを選ぶという手法を取った。なお、各スコープに実際に含まれる

人数は平均人数±5 人の範囲に 95%が入るように対数正規分布に従う乱数で割り当てて

いる。 

スコープ内での学歴は、上述の通り若い男性（夫候補）については同一学歴にコント

ロールしている。しかしながら、父親層については娘の学歴と父親の学歴の間の関係が

不明であるためこのようなコントロールは行っていない。 

もし娘の学歴と父親の学歴の間に正の相関があるならば、高学歴の娘の父は高学歴・

高所得であり、結果として乗り換え対象となる夫も高学歴・高所得となることが予想さ

れる。我が国において女性より男性の学歴が高い上方婚が多いことは出生動向調査(1997)

でも指摘されていることであり、乗り換えモデルはこのような傾向も説明できることな

る。この点については今後の課題である。 

5.3.3 相性 

上述の通り、男性は求婚相手をスコープ内の未婚女性から選択する際に相性値を用い

る。相性については、単純に女性に割り当てたパラメータの絶対値が大きい（あるいは

小さい）人が望ましいとする方法もあるが、この場合はスコープ内の全ての男性からみ

て一意にスコープ内の女性の順序が決まってしまうことになる。このような状況は直観

的に見て妥当であるとは思われないため、本シミュレーションでは男性にも相性パラメ

ータを付与し、男性と女性の相性パラメータの積が大きいほど相性がいいというセット

アップを採用した。積にすることで、相性値がマイナスであっても男性との組み合わせ

によっては高い順位で求婚される可能性が出る。 

相性パラメータ自体は、標準正規分布する乱数値として各人に割り当てている。 
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5.3.4 求婚行動 

男性が実際に求婚を行うか否かは、外生的に与えた初期出会い回数を用いて決定する。

具体的には、初期出会い回数を平均とするポアソン分布に従う乱数として得られた回数

だけ１年の間に求婚を行うとしている。 

この初期出会い回数についても、統計的にデータがあるわけではないため12パラメータ

を変えつつシミュレーションを繰り返すことによって絞り込んだ。 

5.3.5 年齢 

結婚する男女については、いずれもシミュレーション開始時に全員 20 歳で未婚として

いる。これは、出生動向調査(1997)での初婚年齢を見ると男女で同年齢のケースが一番多

かったことによる。また、女性の父親については女性との年齢差が平均でほぼ 30 歳であ

ることから[小川 1999]平均 30 歳の対数正規分布で年齢を初期化している。 

5.3.6 所得の割引現在価値 

所得の割引現在価値を求める場合には、割引率としてどのようなデータを用いるかが

非常に難しい問題になる。また、将来の所得系列は不確実性が高いため、計算する期間

についても実際の意思決定においてはそれほど長い期間を仮定するのは現実的でない。 

この点を考慮して、本稿で用いたシミュレーションモデルでは 0%から 1%刻みで 10%

まで割引率を変化させ、また計算に入れる将来の年数は 0 年（単年）から 9 年（10 年分）

まで 1 年刻みで変化させて 1955 年コウホートと 1965 年コウホートの実際の初婚行動に

結果が最も近いパラメータを利用することにした。具体的に本稿で仮定している割引率

は年 5%、将来の計算期間は 4 年（現在も含めれば 5 年分）である。 

5.3.7 シミュレーションの規模 

本稿では、各男女を表すオブジェクトを大量に生成して、時間的に各オブジェクトが

求婚・結婚を繰り返していくことによって全体的な結婚パターンをシミュレートしてい

る。その際初期設定の多くを乱数で行っているため、オブジェクト数があまり少ないと

                                                  
12 実際に結婚に至ったケースでは、出生動向調査で「結婚前の交際期間」を調査している

ため一人の人との交際期間を用いて平均出会い回数を計算することができる。しかしなが

ら、本モデルで必要な結婚に至らなかった交際については調べられていない。 



所得分布と初婚行動  関東学園大学 小川 浩   
   

 - 42 - 

特異なデータに引きずられて結果に歪みが生じる可能性が高い。しかしながら、オブジ

ェクト数が増加すると計算量・メモリなどの計算機資源の消費も増加するため一定の水

準で制限をせざるを得ないことも明らかである。 

本稿ではある程度安定した値が得られ、かつ計算機資源の使用量も現実的な範囲であ

る男女合わせて 50 万オブジェクトでのシミュレーションを行った。 

5.3.8 乱数の生成について 

本シミュレーションでは大量の質が良い乱数を大量に生成する必要があるため、言語

処理系に付属の乱数ライブラリで生成した疑似乱数ではなく Mersenne Twister 法

[Matsumoto&Nishimura 1998]を用いて生成した一様疑似乱数から各種の乱数を生成し

ている。Mersenne Twister 法で生成した疑似乱数は周期が 219937-1 と非常に長く、また

623次元空間での均等分布が証明されている上32bitコンピュータでの計算速度が速いた

め、このような大規模シミュレーションには適している乱数生成方法である。なお、本

シミュレーションでは[松本 2002]のサンプルコードをそのまま利用している。 

5.4 シミュレーション結果（１） 

図 29に初期出会い回数を年間 0.3 回、スコープの平均人数を 30 人と設定して 1965 年コウ

ホートについて1985年から15年間シミュレーションをした結果13を示す。図中の波線が推定値を

表すが、実線で表されている実績値に比べて低い。また実績値に見られるピークも観察されず

年齢を追うにつれてだらだらと上昇しており、実績値とはかなりことなった様相を示している。この

結果からはここまでのモデルのセットアップでは実際の結婚行動は説明できないことが分かる。 

                                                  
13 特に書いてない場合は、男女合わせて 50 万人を含むモデルを使ったシミュレーションを

50 回繰り返した平均を「結果」として提示している 
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資料出所： 国勢調査、人口動態調査、筆者シミュレーション結果 

図 29. 焦りを考慮しないシミュレーション結果 

5.5 「焦り」の効果 

Becker モデル・乗り換えモデルに共通する仮定は、結婚はあくまで個人の意思決定によって行

われるため、周囲の状況とは独立に発生するとしている点である。例えば Becker モデルでの効用

最大化問題には友人の行動は入ってこない。また、乗り換えモデルでも考慮していたのは求婚者

と自分の父親の所得のみである 

しかしながら、実際に我が国で体感する結婚は周囲と本当に無関係と言えるのであろうか。た

とえば、友人の結婚式が一時期に集中して「結婚式貧乏」になってしまった経験がある人は少な

くないであろう。また、男性に顕著であるがいつも一緒に遊んでいた仲間が結婚してしまったた

め、遊び相手がいなくなって自分も結婚というケースも稀ではない。このような状況を考えると、

身の回りでの最近の結婚に影響されると仮定した方が自然ではないだろうか。 

この点について、[高山他 2002]で実施したインターネットアンケートで「あなたの親しい友人で、

過去１年の間に新たに結婚された方は何人いらっしゃいますか」という設問と、今後の結婚の予定

について 25～34 歳の未婚男女について集計した結果を表 4、表 5に示す。表 4 友人の結婚と
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本人の結婚に対する態度（男性） 

  結婚の予定  

    

恋人がいるが、1 年以

内に結婚する予定はな

い 

相手は特に決まっていないが、たまたまい

い人と出会えたら 1 年以内に結婚したい 

相手は特に決まっておらず、1

年以内に結婚するつもりもない 
計 

0 23 54 77

0.0% 29.9% 70.1%

24.4

%

0.0% 40.4% 40.9%      

0 

0.0% 7.3% 17.1%      

38 32 28 98

38.8% 32.7% 28.6%

31.1

%

30.2% 56.1% 21.2%      

1 

12.1% 10.2% 8.9%      

28 1 26 55

50.9% 1.8% 47.3%

17.5

%

22.2% 1.8% 19.7%      

2 

8.9% 0.3% 8.3%      

30 1 24 55

54.6% 1.8% 43.6%

17.5

%

23.8% 1.8% 18.2%      

3 

9.5% 0.3% 7.6%      

30 0 0 30

100.0% 0.0% 0.0% 9.5%

23.8% 0.0% 0.0%      

最
近
結
婚
し
た
友
人
数 

4 

9.5% 0.0% 0.0%      

 計 126 57 132 315

    40.0% 18.0% 42.0%      

 Test for independence of all factors  

  Chi^2 = 133.0791 d.f.= 8 (p=0) 

 資料出所: 筆者推計   
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表 5 友人の結婚と本人の結婚に対する態度（女性） 

  結婚の予定  

    

恋人がいるが、1

年以内に結婚する予

定はない 

相手は特に決まって

いないが、たまたまい

い人と出会えたら 1 年

以内に結婚したい 

相手は特に決ま

っておらず、1 年以

内に結婚するつもり

もない 計 

11 17 72 100

11.0% 17.0% 72.0% 43.3%

20.8% 38.6% 53.7%        
0

4.8% 7.4% 31.2%        

27 18 18 63

42.9% 28.6% 28.6% 27.3%

50.9% 40.9% 13.4%        
1

11.7% 7.8% 7.8%        

15 0 14 29

51.7% 0.0% 48.3% 12.6%

28.3% 0.0% 10.4%        
2

6.5% 0.0% 6.1%        

0 9 7 16

0.0% 56.2% 43.8% 6.9%

0.0% 20.5% 5.2%        
3

0.0% 3.9% 3.0%        

0 0 23 23

0.0% 0.0% 100.0% 10.0%

0.0% 0.0% 17.2%        

最
近
結
婚
し
た
友
人
数 

4

0.0% 0.0% 10.0%        

 計 53 44 134 231

    23.0% 19.0% 58.0%        

 Test for independence of all factors  

  Chi^2 = 82.08557 d.f.= 8 (p=1.854072e-014) 

 資料出所： 筆者推計    

男女ともに、最近結婚した友人数が 0 の場合は「相手は特に決まっておらず、1 年以内に結婚す

るつもりもない」が最も多い回答であるが、最近結婚した友人数が 1 になると「相手は特に決まって

いないが、たまたまいい人と出会えたら１年以内に結婚したい」が急増している。 
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最近結婚した友人数によって人々の結婚に関する意識が変化していることは、χ2 検定値からも

よみとれ、周囲の結婚と本人の結婚に関する意識が独立であるという仮定は強すぎることが予想さ

れる。ここで観察されたような、周囲の結婚が本人の結婚に与える効果を以後「焦り」と呼ぶ。焦りに

ついてはここまでのモデルで一切考慮してこなかったため、シミュレーション結果が実際の結婚と

かけ離れてしまった可能性は否定できない。そこで、シミュレーションの枠組みに焦りを導入した場

合を試してみることにする。 

本シミュレーションにおいて、「あなたの親しい友人」に相当するものは各人のスコープである

と考えられるため、シミュレーションへの焦りの導入は、スコープ内での前期の結婚数が今期の

人々の結婚行動に影響を与えるという形になる。現在のモデルのセットアップから男女別に考え

ると、男性の場合は求婚回数に、女性の場合は求婚者を受け入れるか否かの意思決定に焦り

の効果を加えることになる。 

この場合、どのような形でモデルに導入するかはかなり大きな問題であるが、本稿では(1)前期

のスコープ内結婚率に男女別の定数を乗じた値が「焦り」を表す。(2)男性の場合は、各期の平

均出会い回数に焦りを加えて、求婚回数が増えるようにする。(3)女性の場合は、父親所得の割

引現在価値に(1－焦り）を乗じて低賃金の男性でも受け入れるようにする。という程度の簡単な

形式で加えてみてその効果を見た。もちろんこのような定式化は非常に単純化したものであり、

実際には存在すると考えられる非線形の効果を現すことはできない。より精緻な導入方法につ

いては今後の課題である。 

5.6 シミュレーション結果（２） 

焦りを導入したことによって、シミュレーション時に外生的に与えるパラメータは(1)初期

平均出会い回数、(2)平均スコープ内人数、(3)男性の焦り係数、(4)女性の焦り係数、(5)割引

率、(6)将来所得の計算期間の 6 つになる。これらのパラメータについて 1965 年コウホー

トをベンチマークとし、(1)～(6)を変えつつ実績値に近い14結果を得られるパラメータを探

索した。ただし、スコープの大きさは 5、男性の焦り係数は 1、初期平均出会い回数、女性

の焦り係数は 0.1、割引率は 1%、計算期間は 1 年ずつ変化させている。 

これらのパラメータは次章での将来推計に利用するため、１時点における最適性と同時に、

                                                  

14各年齢における未婚者初婚確率についてシミュレーション結果と実績値の差を 2 乗して

20～34 歳まで加えた値で実績値との「近さ」を評価している。 
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複数時点での安定性も要求される。そこで、ここでは結婚行動が大幅に変化したと考えら

れる 1955 年、1965 年の両コウホートに関してのシミュレーションを繰り返しパラメータ

決定した。以後の計算で利用する最適パラメータを表 6に、表 6を用いてシミュレーショ

ンを行った結果を図 30に示す。 

表 6 シミュレーションから求めた最適パラメータ 

パラメータ名 値 

年間平均出会率初期値(AVROFR) 0.9 回/年 

女性焦り係数( fUrge ) 1.1 

男性焦り係数( mUrge ) 17 

平均スコープサイズ 35 人/スコープ 

所得計算期間(WINDOW) 4 年 
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資料出所：　国勢調査、人口動態統計、筆者によるシミュレーション

 

図 30 焦りを考慮した推定結果 

図 30を見ると、1965 年コウホートに関しては実績値にかなり近いシミュレーション結果

が得られているが、1955 年コウホートに関しては概形こそ似ているものの 1965 年コウホ
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ートの類似度と比較した場合一致しているとは言い難い。1955 年コウホートだけでパラメ

ータの最適化を行った場合でも年間結婚確率が実績値ほど高くならなかったことを考える

と、1955 年コウホートでは本モデルでは考慮していなかった要素が初婚行動に影響してい

たと考えられる。以下に可能性を列挙するが、これらの要素については今後の研究課題で

ある。 

初婚時年齢差の変動  

本モデルでは比較的最近年の人口動態調査のデータから結婚する男女の年齢は同一(年齢差

0)を仮定しているが、1955 年コウホートにおいては加齢に伴い初婚時男性年齢-初婚時女性

年齢が+3～0 の範囲で変動している(図 31)。一方 1965 年コウホートでは本モデルで仮定し

ている通り年齢差はコウホートが加齢しても 0 で安定している(図 32)。1965 年コウホート

と1955年コウホートでのシミュレーション精度の差はこの変動が影響している可能性は無

視できない。 

ただし、近年のコウホートでは年齢差が 0 に集中する傾向がさらに強まっているため、こ

の要素は大きな問題ではない。 

社会的圧力の影響  

経済的なモデルでは反映しづらい親や周囲の圧力といった社会的な効果が初婚行動に反映

していた可能性もある。この点は今後の検討課題であるが、近年わが国においては社会的

な圧力が結婚に及ぼす影響は小さくなりこそすれ大きくなっているとは考えがたいため、

この点についても将来推計に関しては大きな影響なしとして扱う。 

見合い結婚の影響  

本シミュレーションでは、狭い範囲内で出会った男女が結婚するモデルを採用しているた

め、事前にほとんど関係のなかった男女が結婚する見合いを表現するようなルールは取り

入れられていない。わが国においては、近年急速に見合い結婚が減少しているものの、1975

～1979 年の結婚では 33.1%が見合い結婚である。モデルに取り入れられていない見合いの

要素がシミュレーションから得られた1955年コウホートの初婚確率を実績より低めた可能

性は否定できない。しかし、1995 年以降の結婚では見合い結婚は 9.9%と大幅に減少してお

り、この点も将来推計においては大きな誤差要因とはならないと考えられる。 
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資料出所：　人口動態統計

 

図 31 1955 年コウホートの初婚時年齢別夫婦年齢差 
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図 32 1965 年コウホートの初婚時年齢別夫婦年齢差 
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6. 賃金・雇用制度と結婚行動 

前節で見たように、父親と夫候補の賃金プロファイルの変化が我が国における結婚行

動の変化の一因である可能性は高い。ここでは、現在実行に移されつつあるベースアッ

プ・定期昇給の廃止、能力給の導入が結婚行動にどのような影響を与えるかを上で推定

した 1965 年コウホート、スコープサイズ 35 のパラメータセットを用いて計測すること

を試みる。推計期間は 2005 年に 20 歳となる世代の初婚行動を 2019 年（34 歳）まで計

算する。 

6.1 シミュレーションの概要 

ここでの興味の対象は賃金の分布が変化したときに初婚行動がどのように変わるかであるから、労

働需給については 2000 年程度の状況が維持されるという強い仮定をおく15。その上で、賃金の分

布が異なる 2 つのシナリオについてマイクロシミュレーションを行う。 

シナリオ１（分散のみ変化） 

シナリオ 1 では、賃金平均や年齢別就業率は 2000 年の実績値に固定した状態で夫候補層、父親

層の賃金標準偏差を変化させてシミュレーションを行う。賃金平均が変化した場合のシミュレーショ

ンは[小川 2002b]を参照。 

シナリオ 2（若年者のみ定期昇給あり・父親層は年功分カットで賃金低下） 

シナリオ 2 では、若年層のみ定期昇給を残し、中堅以上は完全能力給に移行したケースを想定し

ている。全体としては夫候補層の賃金は平均的に上昇し、父親層は年功分が無くなる分賃金が平

均的には低下することになる。この状態で、賃金標準偏差を変化させた場合にどのように初婚行動

が変わるかのシミュレーションを行う。 

6.2 シミュレーション結果 

シナリオ 1 のシミュレーション結果を図 33に示す。図中で（中－大）と表記されている夫候補層の

賃金分散が小さく、父親層の分散が大きいケースで結婚時期が早めになっている。この結果は

1989 年に 20～22 歳だったコウホートにかんする地域集計結果と一致している。賃金制度としての

解釈は、若年者に対しては完全な能力主義にして賃金のばらつきを大きくするよりも年功分を残し、

父親層については能力主義を徹底することに相当する。 

逆に夫候補層にだけ能力主義を導入したケースに相当する（大－小）では初婚年齢が遅くなって

                                                  
15 賃金制度を変更するのであるから、一般的には労働需給についても変化が出てくるはず

であり、この部分の内生化は今後の課題である。 
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いる16。もし若年者に対しても能力主義を導入したい場合には、全年齢に対して適用する（大－大）

の方が少結婚化対策とは整合的である。ただし、大－大のケースでは早く結婚する層といつまでも

結婚出来ない層に若年者が分かれてしまうため、30 歳到達時点での初婚経験率で比較すると中

－大のケースよりも初婚経験率が低くなる。また、結婚後の出産行動は不確実性が大きいケースで

は抑制される可能性もあるため夫候補層の賃金分散を大きくしてしまうことは少結婚化対策として

は意味があっても少子化対策として適切であるとは言い切れない。この点からも、少子化対策とし

ては若年者の所得系列の不確実制を減らすために年功的賃金制度を残し、中堅以上は全面的に

能力給にすることが望ましいであろう。 
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図 33 シナリオ１のシミュレーション結果 

                                                  
16 実際にこのような賃金制度を導入したシチズンでは、平均自体も大幅に変更している。

ここでの議論は、あくまで平均を変えずに分散だけ変化させたケースを前提としている。 
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図 34 シナリオ 2 のシミュレーション結果 

シナリオ 2 のシミュレーション結果もシナリオ 1 とほぼ同様であるが、父親層の賃金定期

昇給が無くなることにより押さえられるため結婚が著しく早くなっている。 

7. まとめ 

本稿では所得と初婚行動についてマイクロデータとマイクロシミュレーションを用い

て検討し、以下のような知見を得た。 

(1) 我が国における結婚行動は、20 代前半についてはほぼ乗り換えモデルで説明可能

である。20 代後半については、乗り換えモデルと Becker モデルが混合している。

30 代以降については乗り換えモデルも Becker モデルも適合しない。 

(2) 1955 年コウホートと 1965 年コウホートの間に見られる大幅な少結婚化は、この

間の未婚女性の父親と夫候補の賃金プロファイル変化によってかなりの部分が説

明可能である。 

(3) 所得水準だけではなく、所得の分散も初婚行動に影響がある。 

(4) 賃金制度を変更する際には、少結婚化対策としては全年齢で所得の分散が大きく

なる、すなわち全年齢に能力給を全面的に導入吸うことが望ましい。ただし、少

子化対策という観点からは若年者の賃金分散は小さくして、中堅以上の分散のみ

大きくする方が望ましい可能性も高い。 
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